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2019年10月10日

株　主　各　位
東京都千代田区有楽町一丁目１番２号

株式会社ファーストロジック
代表取締役社長 坂 口 直 大

第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第14回定時株主総会を下記により開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年10月24日（木曜日）午

後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2019年10月25日（金曜日）午前10時00分(受付開始:午前９時20分)

２．場 所 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号

東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー　８階

日比谷三井カンファレンス　ROOM1+2

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第14期（2018年８月１日から2019年７月31日まで）事業報告及

び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役３名選任の件

第２号議案 監査役１名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　株主総会にご出席の株主様へのお土産はありません。何卒ご理解を賜りますよ

うお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、

修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　

https://www.firstlogic.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

招集ご通知



（添付書類）

事　 業　 報　 告

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府や日銀による経済政策及び金融

政策により、企業業績や雇用情勢が緩やかに回復しているものの、アメリ

カの経済及び外交政策、中国や新興国の景気減速により依然として先行き

が不透明な状況となりました。一方で、当社の事業に関連するインターネ

ット広告の市場規模につきましては、2018年（１月～12月）の市場規模は

前年比16.5%増と引き続き順調に拡大しております。（注）

このような環境の下、当社は「公正な不動産投資市場の構築」をビジョ

ンとして、不動産投資ポータルサイト「楽待」を運営してまいりました。

「楽待」では、「楽待新聞」やメールマガジンを通じて不動産投資家へ

の有益なコンテンツの提供を充実させ会員数の増加策を図るとともに、不

動産会社への営業強化を行ってまいりました。特に「不動産投資の楽待公

式アプリ」の全面リニューアル及び「不動産会社向け顧客対応アプリ」を

リリースし、会員及び不動産会社に対する「楽待」の利用度向上に寄与し

ております。

これらの結果、当事業年度の営業収益は1,706,610千円（前期比6.4%減）

となり、営業利益は865,796千円（前期比38.5%増）、経常利益は865,738千

円（前期比38.3%増）、当期純利益は564,778千円（前期比18.4%増）となっ

ております。また、当事業年度のページビュー（PV）数は96,355千PV（前

期比9.1%減）、「楽待」ウェブサイト会員数は166千人（前期比32.6%増）、

物件掲載数は62千件（前期比0.1%増）となっております。

（注）出典　電通「2018年　日本の広告費」
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②　設備投資の状況

当事業年度中における設備投資の総額は23,665千円で、その主なものは

楽待アプリ開発に関する人件費や工具、器具及び備品の購入であり、これ

に要した資金はすべて自己資金で賄っております。

③　資金調達の状況

該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 11 期

(2016年７月期)
第 12 期

(2017年７月期)
第 13 期

(2018年７月期)

第 14 期
(当事業年度)
(2019年７月期)

営 業 収 益(千円) 1,277,287 1,794,609 1,822,652 1,706,610

経 常 利 益(千円) 564,707 840,211 626,091 865,738

当 期 純 利 益(千円) 371,912 514,601 476,877 564,778

１株当たり当期純利益 (円) 32.87 43.76 40.74 48.03

総 資 産(千円) 2,191,989 2,669,991 2,934,773 3,594,657

純 資 産(千円) 1,924,891 2,281,588 2,765,596 3,243,704

１株当たり純資産 (円) 163.68 195.04 234.95 279.09

（注）当社は、2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

第11期の期首にこの当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１

株当たり純資産を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

　該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　　①継続的な成長について

当社は、不動産投資ポータルサイト「楽待」の成長が、安定的・継続的な事

業発展に必要不可欠であり、「楽待」への物件及び不動産会社等の掲載数の増

加とサイト訪問者数の増加を図ることが必須であると考えております。

今後も当社サイト内のコンテンツ及びサービスの充実による利便性向上、掲

載物件情報の拡充及び健全なサイト運営等を強化し、不動産投資家及び不動産

会社・リフォーム会社等に必要不可欠なサイトを目指してまいります。

　　②組織体制の強化について

当社は少人数で効率的な組織運営を行ってまいりましたが、事業のさらなる

成長のためには、優秀な人材確保及び人材育成が重要な課題であると考えてお

ります。

今後も、優秀な人材を確保するため、採用力向上と公正な人事システム構築

に努めてまいります。

　　③システムの安定性の確保

当社の不動産投資ポータルサイト事業におきましては、インターネット上で

サービスを提供している関係上、安定したサーバー環境や通信環境を維持する

必要があります。

そこで当社では、利用者数の増加に伴うアクセス数増加を考慮したサーバー

機器の整備、負荷分散システムの導入等が重要となります。今後も設備投資等

を継続的に行い、システムの安定性確保に取り組んでまいります。

　　④経営管理体制の強化

当社は、企業価値の持続的な拡大を図る上で、コーポレート・ガバナンスが

不可欠であると認識し、業務の適正性及び財務報告の信頼性の確保、さらには

健全な倫理観に基づく法令遵守の徹底に努めております。

今後も、組織が健全かつ有効、効率的に運営されるように内部管理体制の整

備、強化、見直しを行うとともに、法令遵守の徹底に努めてまいります。

(5) 主要な事業内容（2019年７月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

不動産投資ポータル
サ イ ト 事 業

不動産投資ポータルサイト「楽待」の運営
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(6) 主要な営業所及び工場（2019年７月31日現在）

本 社 東京都千代田区

大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市

(7) 使用人の状況（2019年７月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減

48名 1名増

（注）　パート及びアルバイト等の臨時従業員は含めておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2019年７月31日現在）

　　　該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2019年7月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,844,400株

（うち自己株式222,068株）

(3) 株主数 2,604名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

坂 口 直 大 7,523千株 64.73％

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式 会 社 （ 信 託 口 ）

434 3.73

NORTHERN TRUST CO.（AVFC)SUB A/C
N O N  T R E A T Y

278 2.40

G O L D M A N , S A C H S & C O . R E G 216 1.86

楽 天 証 券 株 式 会 社 204 1.76

日本マスタートラスト信託銀行株式
会 社 （ 信 託 口 ）

172 1.48

R E  F U N D  1 0 7 - C L I E N T  A C 171 1.48

T H E  B A N K  O F  N E W  Y O R K
M E L L O N  1 4 0 0 4 0

126 1.09

株 式 会 社 S B I 証 券 108 0.93

青 柳 進 矢 80 0.69

（注）１．当社は、自己株式を222,068株保有しておりますが、上記大株主からは

除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2019年７月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 坂 口 直 大

取 締 役 青 柳 進 矢 開発部長

取 締 役 古 田 　 力

常 勤 監 査 役 千 勝 和 夫
株式会社寶友
取締役

監 査 役 寳 角 　 淳

株式会社ストリーム
代表取締役副社長
株式会社ビジョン
監査役

監 査 役 森 　 一 生

代官山綜合法律事務所
代表弁護士
Retty株式会社
取締役監査等委員
株式会社アトラエ
監査役

（注）１．取締役古田力氏は、社外取締役であります。

２．監査役千勝和夫、寳角淳及び森一生の各氏は、社外監査役であります。

３．監査役千勝和夫氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．監査役寳角淳氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

５．監査役森一生氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見

を有しております。

６．当社は、古田力、千勝和夫、寳角淳及び森一生の各氏を、株式会社東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届けております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等

　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

3名
（1）

47,400千円
（2,400）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3名
（3）

10,800千円
（10,800）

合 計 6名 58,200千円

（注）１．取締役の報酬限度額は、2013年10月25日開催の第８回定時株主総会において、

年額150,000千円以内と決議いただいております。また別枠で、2013年10月25日

開催の第８回定時株主総会において、ストック・オプション報酬額として年

1,500個分の公正な評価額以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2008年９月29日開催の第３回定時株主総会において、

年額30,000千円以内と決議いただいております。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役千勝和夫氏は、株式会社寶友の取締役であります。当社と兼職先

との間には特別の関係はありません。

・監査役寳角淳氏は、株式会社ストリームの代表取締役副社長及び株式会

社ビジョンの監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係

はありません。

・監査役森一生氏は、代官山綜合法律事務所の代表弁護士及びRetty株式会

社の取締役監査等委員、株式会社アトラエの監査役であります。当社と

各兼職先との間には特別の関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 古 田 　 力

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席

いたしました。出席した取締役会において、金融機関及

び事業会社の取締役・監査役としての豊富な知識・経験

を有しており、経営全般の観点から適宜発言を行ってお

ります。

監査役 千 勝 和 夫

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査

役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した取締

役会において、事業会社の監査役としての豊富な経験と

専門的見地から適宜質問し、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、当事業年度に開催された監査役会において、監査

結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議

を行っております。

監査役 寳 角 　 淳

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査

役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した取締

役会において、公認会計士としての専門的見地から適宜

質問し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための発言を行っております。

また、当事業年度に開催された監査役会において、監査

結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議

を行っております。

監査役 森 　 一 生

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査

役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した取締

役会において、弁護士としての専門的見地から適宜質問

し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を行っております。

また、当事業年度に開催された監査役会において、監査

結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議

を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、定款及び会社法第427条第１項の

規定により、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約

に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　アーク有限責任監査法人

（注）明治アーク監査法人は、2019年７月１日をもって有限責任監査法人に移

行したことにより、名称をアーク有限責任監査法人に変更しております。

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等
の額

9,600千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

9,600千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必

要があると判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を

決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い

たします。また、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める項目に

該当すると認められた場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由

を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

a．当社では、取締役及び使用人がコンプライアンス意識をもって、法令、定

款、社内規程等に則った職務執行を行っております。

b．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士や

警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応しております。

c．取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満

たすよう、業務執行の決定と取締役の職務の監督を行っております。

d．監査役は、独立した立場から法令が定める権限を行使し、取締役の職務の

執行を監査しております。

e．取締役及び使用人の法令違反については、就業規則等に基づき、処罰の対

象としております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a．重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要文書

（電磁的記録を含む。）は、当該規程等の定めるところに従い、適切に保

存、管理しております。

b．管理部門を管掌する取締役を担当役員とし、各規程に基づき情報資産の保

護・管理を行っております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a．取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理

を行うことの重要性を認識した上で、諸リスクの把握、評価及び管理に努

めております。

b．不測の事態が発生した場合には、管理部門を管掌する取締役を対応責任者

とし、リスクの内容により顧問弁護士等、社外の専門家を含む対策本部を

編成し迅速かつ適切に対応し、損失を最小限に抑えることとしておりま

す。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a．取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、

または必要に応じて随時開催しております。

b．取締役は緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機

動的かつ迅速に職務を執行しております。

c．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規

程、業務分掌規程及び稟議規程を制定しております。

d．「業務分掌規程」「職務権限規程」「稟議規程」等、各種社内規程を整備

し、各役職者の権限及び責任の明確化を図り、適正かつ効率的な職務の執

行が行われる体制を構築しております。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a．職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を確

立しております。

b．必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを周

知し運営しております。

c．個人情報管理責任者を定め、同責任者を中心とする個人情報保護体制を構

築し、運営しております。また、同責任者の指揮下に事務局を設け、適正

な個人情報保護とその継続的な改善に努めております。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

a．監査役は、監査役の指揮命令に服する使用人（以下、「監査役の補助者」

という。）を置くことを取締役会に対して求めることができます。

b．監査役の補助者は、監査役より指示された監査業務の実施に関して取締役

の指揮命令系統から独立しております。

c．監査役の補助者の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役の

事前の同意を必要としております。

－ 12 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況



７．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

監査役の補助者は、監査役の指示に従い、監査役の監査に必要な調査をする

権限を有します。

８．監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他

の職務遂行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が通常の監査によって生ずる前払費用を請求した場合は、速やかに処

理しております。通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する

新たな調査費用が発生する場合においては、監査役は担当役員に事前に通知す

るものとしております。

９．監査役へ報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

監査役への報告を行った当社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社の役員及び使用

人に周知徹底しております。

１０．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

a．取締役及び使用人は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼすおそ

れのある事項、重要な会議体で決議された事項、内部監査の状況等につい

て、遅滞なく監査役に報告しております。

b．取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、速やかに業務執行の状況等を

報告しております。

１１．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a．監査役は、定期的に代表取締役と意見交換を行っております。また、必要

に応じて当社の取締役及び重要な使用人からヒアリングを行っておりま

す。

b．監査役は、必要に応じて監査法人と意見交換を行っております。

c．監査役は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の助

力を得ることができます。

d．監査役は、定期的に内部監査担当と意見交換を行い、連携の強化を図って

おります。
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(2) 当該体制の運用状況

財務報告の有効性に関する評価、各部署における業務の統制の状況並びに法

令遵守の状況においては、常勤監査役と内部監査室が連携して計画的に実施す

る内部監査により検証しており、各々の検証結果については内部監査報告書と

して代表取締役及び常勤監査役に対し、報告を行っております。また、常勤監

査役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて適切に対応しているか、業

務執行を行う取締役に適時確認しており、その検証結果は監査役会において情

報共有し、必要に応じて代表取締役に報告しております。
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貸　借　対　照　表

（2019年7月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

敷 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

3,250,248

2,925,918

285,265

20,012

22,514

△3,461

344,408

96,164

85,479

44,365

△33,680

25,253

1,854

23,398

222,991

190,925

753

32,066

△753

流 動 負 債 350,953

未 払 金 56,476

未 払 費 用 16,576

未 払 法 人 税 等 224,804

未 払 消 費 税 等 22,869

預 り 金 14,325

賞 与 引 当 金 15,900

負 債 合 計 350,953

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,243,704

資 本 金 87,357

資 本 剰 余 金 970,147

資 本 準 備 金 7,355

その他資本剰余金 962,792

利 益 剰 余 金 2,372,690

利 益 準 備 金 5,880

その他利益剰余金 2,366,809

繰越利益剰余金 2,366,809

自 己 株 式 △186,490

純 資 産 合 計 3,243,704

資 産 合 計 3,594,657 負 債 純 資 産 合 計 3,594,657
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損　益　計　算　書

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 1,706,610

営 業 費 用 840,813

営 業 利 益 865,796

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23

雑 収 入 356 379

営 業 外 費 用

支 払 手 数 料 438 438

経 常 利 益 865,738

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,586 2,586

税 引 前 当 期 純 利 益 863,151

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 310,236

法 人 税 等 調 整 額 △11,862 298,373

当 期 純 利 益 564,778
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株主資本等変動計算書

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

純資産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益
準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 87,357 7,355 963,260 970,615 5,880 1,802,031 1,807,911 △100,287 2,765,596 2,765,596

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 564,778 564,778 564,778 564,778

自己株式の処分 △467 △467 1,500 1,032 1,032

自己株式の取得 △87,703 △87,703 △87,703

当期変動額合計 － － △467 △467 － 564,778 564,778 △86,202 478,107 478,107

当 期 末 残 高 87,357 7,355 962,792 970,147 5,880 2,366,809 2,372,690 △186,490 3,243,704 3,243,704
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産                定率法を採用しております(注）。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　18年

工具、器具及び備品　　　３年～15年

（注）2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法によっておりま

す。

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　商標権　　　　　　　　　10年

　　　　　　　　　　　　　　　自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

　　　　　　　　　　　　　　　る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

　　　　　　　　　　　　　　　ております。

(2) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。
 

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額の当

事業年度負担額を計上しております。

(3) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号平成30年２月16日)

に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省第５号平成

30年３月26日)を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

する方法に変更しております。
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３．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する

事項

当事業年度
期首株式数

（株）

当事業年度
増加株式数

（株）

当事業年度
減少株式数

（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 11,844,400 － － 11,844,400

合計 11,844,400 － － 11,844,400

自己株式

普通株式 73,474 149,694 1,100 222,068

合計 73,474 149,694 1,100 222,068

（注）１．普通株式の自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増

加149,600株、単元未満株式の買取による増加94株であります。

　　　２．普通株式の自己株式の減少は、取締役会決議による株式報酬としての自己株

式の処分による減少1,100株であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

　　　  該当事項はありません。

(3) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの

を除く。)の目的となる株式の種類及び数

該当事項はありません。

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社は、必要な資金は自己資金で賄っております。余資につきましては、普通預

金で保有しております。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。回収遅延債権については、

定期的に各担当者に報告され、個別に把握及び対応を行う体制としております。ま

た、敷金は本社オフィス等の賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに

晒されておりますが、定期的に差入先の財務状況等を把握しております。

　未払法人税等は法人税、住民税及び事業税に係る債務であり、すべて１年以内に

納付期日が到来します。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 2,925,918 2,925,918 －

(2) 売 掛 金 285,265

貸 倒 引 当 金 △3,461

281,803 281,803 －

(3) 敷 金 190,925 190,565 △359

資 産 計 3,398,646 3,398,287 △359

(1) 未 払 法 人 税 等 224,804 224,804 －

負 債 計 224,804 224,804 －

（注）金融商品の時価の算定方法

資産

(1)現金及び預金並びに(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(3)敷金

　敷金の時価については、将来キャッシュフローを国債の利回り等適切な利率で割

り引いた現在価値によって算定しております。

負債

(1)未払法人税等

　未払法人税等はすべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 40千円

賞与引当金 5,500千円

未払費用 835千円

未払事業税 19,391千円

未払金 115千円

敷金 764千円

減価償却費 5,418千円

繰延税金資産小計 32,066千円

　評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 32,066千円

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 279円09銭

(2) １株当たりの当期純利益 48円03銭

７．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

当社は、2019年９月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により

読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、下記のとおり、自己株式取得に係る

事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　株主還元及び資本効率の向上のため

２．取得に係る事項の内容

（1） 取得対象株式の種類 当社普通株式

（2） 取得しうる株式の総数 　200,000株（上限）

発行済株式総数（自己株式を除く）に対する

割合（1.72%）

（3） 株式の取得価額の総額 100,000千円（上限）

（4） 取得方法 市場買付

（5） 取得期間 2019年９月17日から2020年１月31日まで
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　 （自己株式の処分）

当社は、2019年９月13日開催の取締役会において、下記のとおり、株式報酬としての自

己株式の処分（以下「本自己株式処分」といいます）を行うことについて決議いたしまし

た。

１．処分の概要

（1） 処分期日 2019年10月25日（予定）

（2） 処分する株式の種類及び数 当社普通株式17,632株

（3） 処分価額 1株につき658円

（4） 処分価額の総額 11,601,856円

（5）
株式の処分先及びその人数

並びに処分する株式の数
従業員9名　17,632株

（6） その他

本自己株式処分については、処分価額の総額

が10,000千円以上であるため、金融商品取引

法による有価証券通知書を提出いたします。

２．処分の目的

　当社で成果を上げた従業員に対して、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブを与えるとともに、会社従業員と株主の皆様との価値共有を進めることを目的として

おります。

３.払込金額の算定根拠

　本自己株式処分の処分価額につきましては、恣意性を排除した価額とするため、当社の

普通株式１株につき658円としております。これは2019年９月12日（取締役会決議日の前

営業日）の市場株価であり、合理的で、かつ特に有利な価額には該当しないものと考えて

おります。
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年９月13日

株式会社ファーストロジック

取締役会　御中

アーク有限責任監査法人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木　村　ゆりか 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 岡 宏 之 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファ
ーストロジックの2018年８月１日から2019年７月31日までの第14期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2018年８月１日から2019年７月31日までの第14期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

　(1)　事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

　(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2019年９月13日

　　　　　　　　　　　　　株式会社ファーストロジック　監査役会

　　　　　　　　　　　　　　　常勤監査役（社外監査役）千勝和夫　 

　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役 　　　 　　　寳角　淳　 

　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　　　　　　森　一生　 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役３名選任の件

　取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

さか

坂
ぐち

口
なお

直
ひろ

大
(1976年７月27日)

2001年３月　ウルシステムズ株式会社入社

2005年８月　当社設立 代表取締役社長

(現任)

7,523,200株

２

あお

青
やぎ

柳
しん

進
や

矢
(1970年10月16日)

 1996年７月　株式会社アクティス入社

1998年５月　株式会社ビー・エイチ・ティ入

社

2007年10月　当社開発部長(現任)

2008年９月　当社取締役(現任)

80,000株

３

ふる

古
た

田
 

　
ちから

力
(1945年９月１日)

1970年４月　株式会社三和銀行入行

1997年２月　三和モーゲッジサービス株式

会社 代表取締役

1999年６月　西日本建設業保証株式会社入

社 常務取締役

1999年７月　財団法人建設業振興基金 監事

2005年６月　株式会社フューチャープロデ

ュース入社

2006年７月　同社監査役

2010年６月　当社社外取締役(現任)

－株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．坂口氏は当社の大株主であり親会社等に当たります。

３．古田氏は、社外取締役候補者であります。

４．古田氏を社外取締役候補者とした理由は、金融機関及び事業会社の取締役・監

査役としての豊富な知識・経験を有しており、その卓越した見識を当社の経営

全般に寄与していただけるものと判断しております。なお、同氏は、当社の社

外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって９

年４ヶ月となります。
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５．当社は古田氏が社外取締役として就任した場合には、定款及び会社法第427条第

１項の規定により損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。当

該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった

職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

６．当社は、古田氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする

予定であります。
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第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役のうち千勝和夫氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役の候補者は、次のとおりであります。
ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

ち

千
かつ

勝
かず

和
お

夫
(1950年１月31日)

1974年２月　東宝不動産株式会社入社

2000年７月　同社管理本部経理部長

2006年１月　同社管理本部経理部長兼内部

監査室長

2007年７月　同社内部監査室長

2009年５月　同社常勤監査役

2015年10月　当社常勤社外監査役（現任）

2017年９月　株式会社寶友取締役（現任）

－株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．千勝氏は、社外監査役候補者であります。

３．千勝氏を社外監査役候補者とした理由は、当社の常勤監査役として就任以来、

適切な監査を行って頂けていること、また他社での会計・財務及び監査役とし

て有する専門的な知識及び経験があることから、引き続き当社の業務執行の指

導及び監査をして頂くためであります。なお、千勝氏の当社の社外監査役とし

て在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

４．当社は千勝氏が社外監査役として就任した場合には、定款及び会社法第427条第

１項の規定により損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。当

該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

５．当社は、千勝氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする

予定であります。

－ 29 －

監査役選任議案



第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取

締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとします。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。
ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

さか

坂
した

下
なお

尚
や

弥
(1984年７月18日)

2007年12月　有限責任あずさ監査法人入所

2013年３月　公認会計士登録

2013年６月　小谷野公認会計士事務所入所

2015年10月　税理士登録

2015年10月　坂下尚弥公認会計士事務所所

長（現任）

2017年８月　当社監査役

－株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．坂下氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．坂下氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士として

の専門知識・経験等を当社の経営全般に対して提言いただくとともに、当社の

業務執行の指導及び監査に活かしていただくためであります。

４．坂下氏が社外監査役として就任した場合には、定款及び会社法第427条第１項の

規定により損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約

に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の

遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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株主総会 会場ご案内図

東京都千代田区有楽町一丁目１番２号

東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー　８階

日比谷三井カンファレンス　ROOM1+2

(ＴＥＬ) ０３－５１５７－１２０１

交通のご案内

ＪＲ

山手線・京浜東北線「有楽町駅」………………………………徒歩約５分

地下鉄

東京メトロ千代田線・日比谷線「日比谷駅」Ａ５出口より直結

都営三田線「日比谷駅」Ａ11出口より直結

東京メトロ有楽町線「有楽町駅」地下道経由…………………徒歩約４分

東京メトロ丸ノ内線・銀座線「銀座駅」地下道経由…………徒歩約５分

地図


